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１．はじめに

総務省統計局人口推計（ 年 月）によると、 年の高齢化率は ％とな

っており、 ～ 歳人口割合は ％、 歳以上人口割合は ％である。 ～

歳人口は 年をピークに減少し、 歳以上人口は 年まで増加し続けると推計

されている 。

国民生活基礎調査によると、 歳以上の者がいる世帯は 年現在 ％と約半

数を占めている。そのうち、夫婦のみの世帯が ％を占め、一人暮らしの ％と

合わせると半数を超えている。また、 歳以上の一人暮らしの割合は男性 ％、女

性 ％となっている。要介護者の主な介護者の続柄は同居している人が ％であ

り、内訳は配偶者 ％、子 ％、子の配偶者 ％となっており、女性が ％

と多くなっている 。

こうした状況を踏まえて病院完結型医療から地域完結型医療への転換が進められて

きており、医療・介護が包括的に受けられる地域包括ケアシステムが構築されている4。

かかりつけ医として高齢者の医療のゲートキーパーの役割を担う診療所では、病院・

診療所だけでなく介護事業所などとも連携（多職種連携）が頻繁に行われている。

そこで、地域包括ケアシステムが構築される中での診療所の役割と経営の在り方に

ついて考えてみたい。

総務省統計局 ）「人口推計」、内閣府 『平成 年版 高齢社会白書』。

内閣府 『平成 年版 高齢社会白書』。

同上。

武藤 ）。
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診療所の経営を扱った研究としては、在宅支援診療所やへき地診療所など専門的な

診療所についての検討が行われ、尾形 では、「在宅医療に対する国民のニーズは

高く、自宅で最期を過ごしたい人が過半数であり在宅医療の体制整備が課題である」

と述べられている 。

診療所に特化したものではないが、松葉 ）では、「コンタクトレンズ販売会社で

経営理念が顧客満足と従業員満足を両立するか検証した研究があり、顧客満足と従業

員満足を両立する要因は理念の浸透を高めるという結果が示されたが、仮説の一般化

には限界があり、調査方法や調査項目などの再検討が必要であるという課題があるこ

と」が指摘されていた 。

また中村 では、「地域在住高齢者を対象に転出前の状態から転出に至った経緯

を分析した結果、高齢者の転出を助長させる要因として、独居、要介護状態に近い形と

なることが示されており、住み慣れた地域で暮らし続けるには、社会参加や地域への

愛着が要因となること」が示されていた 。

以上のように、地域包括ケアシステムが推進される中で診療所の経営をいかにすべ

きかについての研究はそれほど多くないことから、本稿では、岡山県南西部医療圏内

にある高齢者率の高い無床診療所（Ａクリニック）における後期高齢者の通院継続、住

まい、医療連携の状況及び要介護認定者の介護者と多職種連携について調査を行い、

年以降に向けた診療所の経営の在り方を考察することを目的とした。

２．地域包括ケアシステム

地域包括ケアシステムの概要

地域包括ケアシステムは、 年代に広島県御調町の公立みつぎ総合病院を拠点と

した医療と介護、そして生活支援サービスを行政がシステム化したことを称して用い

られた用語であった。その際、この御調町のシステムを明確に定義することはなされ

ず、現在もこれは行われていない。

これに対し、 年に制定された医療介護総合確保推進法では、この用語を「地域

包括ケアシステムの定義については、地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住

み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医

尾形 。

松葉 ）。

中村 ）。
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療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制を

いう」（第２条）と定義し、医療と介護保険制度、そして社会福祉のサービス体制も含

む施策の一つとして実施することを謳った。

地域包括ケアシステムで語られる地域包括ケア圏域とは「おおむね 分以内に駆け

つけられる圏域」のことであり、人口１万人程度の日常生活圏内の中学校区を想定さ

れている が、この「駆けつけられる」ための手段については定義されておらず、おお

まかなイメージが設定されているに過ぎない。

地域包括ケア研究会報告書（ ）では、地域包括ケアシステムを植木鉢の絵（図１）

で示している。これは、「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福祉」の

３枚の葉が、専門職によるサービス提供として表現され、その機能を十分に発揮する

ための前提として、「介護予防・生活支援」や「すまいとすまい方」が基本になるとと

もに、これらの要素が相互に関係しながら、包括的に提供されるあり方の重要性を示

したものである。より具体的に、地域包括ケアシステムの植木鉢図（図１）は

「葉」＝「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福祉」

「葉っぱ間の連携の仕組みづくり」＝多職種連携／在宅医療・介護連携、

「土」＝介護予防・生活支援、「植木鉢」＝住まいと住まい方、

「皿」＝本人の選択と本人・家族の心構え

を示している。

図１：地域包括ケアシステムの植木鉢図

（出典： 年地域包括ケア研究会報告書 ）

武藤（ ）。
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地域包括ケアシステムにおける診療所の役割

地域包括ケアシステムにおいて、診療所は、かかりつけ医として高齢者の医療のゲ

ートキーパーの役割を担っている。かかりつけ医とは、「何でも相談できる上、最新の

医療情報を熟知して、必要な時には専門医、専門医療機関を紹介でき、身近で頼りにな

る地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有する医師」と日本医師会で定義されて

いる 。高齢者は死亡までに医療ケアと介護ケアの循環を繰り返すというケアサイクル

論があり、医療と介護ケアが交互あるいは一体的に提供される 。

高齢化が進む中、地域の中で在宅医療だけでなく介護においてもかかりつけ医とし

て役割が広がっている（図２）。

図２：かかりつけ医の役割の拡大（出典：日本医師会 ）

３．地域連携

地域連携の概要

年医療介護一体改革により、医療機能の分化と連携の促進、在宅医療・介護連

携が示唆された。医療機能の分化と連携の促進により、垂直連携中心から水平連携中

心へと移行している。将来像としては、医療と介護の適切な提供体制を図り、「施設」

から「地域」へ、「医療」から「介護」への移行が推進される。

日本医師会・四病院団体協議会 ）「医療提供体制のあり方」。

長谷川 ）。

鈴木 ） 引用ホームページ 。
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在宅医療・介護連携、職種間の情報共有、地域連携パスにより、病院と診療所間での

役割分担が明確化し、紹介・逆紹介が円滑に行われるようになる。

地域包括ケアシステムにおいて多職種連携が求められる場面は、臨床的見地からは、

おおむね①退院し在宅に戻る際と 急変時以外での 入院の際、②在宅での日常的な生

活（急変時対応を含む）、③人生の最終段階（看取り）の３つである。

診療所の地域連携

診療所は、かかりつけ医として高齢者の医療のゲートキーパーの役割を担っており、

地域医療において他の医療機関との緊密な連携が求められている12。 
診療所の連携には、様々な連携があり、以下の３種類が考えられる（表１）。 

① 病診連携：病院－診療所 
近隣診療所にない診療科（外科、循環器科、糖尿病内科等）、専門医による専門外来、

糖尿病の教育入院、地域連携パス、開放病床利用、MRI 等の画像精密検査依頼、症状

悪化時の入院などで連携されている。診療情報提供書、精密検査報告書等の文書が交

わされている。 

② 診診連携：診療所－診療所 
軽度の場合には近隣の他診療科（眼科、皮膚科、耳鼻科、泌尿器科等）、歯科、認知

症・リハビリ等の専門外来、胃内視鏡等の検査依頼、終末期には在宅専門診療所等と連

携している。診療情報提供書、精密検査報告書等の文書が交わされている。 

③ 多職種連携（医療介護連携）：診療所－介護事業所 
訪問看護、訪問リハビリ等の介護事業所、調剤薬局、地域包括支援センターのケアマ

ネジャー等と連携している。訪問看護指示書・報告書等の文書が交わされている。 
 
 
 
 
 
 
 

真野俊樹 ）『医療経済学で読み解く医療のモンダイ』、 。
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表１ 診療所の連携の形

連携の形 具体例

病診連携 病院－診療所

診療情報提供書

精密検査報告書

専門医による専門外来

・ 等の画像精密検査、地域連携パス、

開放病床利用、症状悪化による入院

診診連携 診療所－診療所

診療情報提供書

近隣の他診療科（眼科、皮膚科、耳鼻科、

泌尿器科等）、認知症・リハビリ等の専門

外来、胃内視鏡等の検査、在宅専門診療

所、歯科

多職種連携

医療介護連携）

診療所－介護事業所

訪問看護指示書・報告書

訪問薬剤管理指導報告書

介護事業所、調剤薬局、訪問看護、

ケアマネジャー、行政

４．岡山県の状況

高齢化率の推移

岡山県は、 年現在総人口 万人、 歳以上人口は 万人で ％を占め

ている 。 年国勢調査によると、世帯数は 万で、高齢者のいる世帯は 万と

％を占めている。内訳を見ると、高齢者単身世帯は 万（ ％）、高齢夫婦世帯

は 万（ ％）、その他の同居世帯は 万（ ％）であり、一人暮らし高齢者

の男女比は男性 、女性 である。また、要介護合計認定数は、 万人（ ％）

で、全国で７位である（全国は ％） 。

岡山県の二次保健医療圏は県南東部、県南西部、津山・英田、高梁・新見、真庭の５

保健医療圏に分かれており、人口、医療資源は県南東部、県南西部に集中している（図

３）。

年 月岡山県毎月流動人口調査。

平成 年厚生労働省「介護保険事業状況報告」。
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図３：岡山県の保険医療圏域

（出典：医療ネットワーク岡山 晴れやかネット ）

（ 年 月 日アクセス）

岡山県南西部保健医療圏について

岡山県南西部保健医療圏は、倉敷地域（倉敷市、総社市、早島町）、井笠地域（笠

岡市、井原市、浅口市、里庄町、矢掛町）の５市３町からなる圏域である 図４ 。面

積は 平方キロメートルである。 年現在 万人と県南東部の 万人に次

いで２番目に多い。 歳以上人口は 万人で ％を占めており（岡山県毎月流動

調査）、岡山県全体の割合とほぼ同じである。世帯数は 万世帯である。総社市と

早島町のみ人口が増加している。

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 図５ による

と、圏域の人口は、今後も減少を続けるものと推計されている。一方、 歳以上の老

年人口は、 年まで増加が続き、その後減少に転じるが、圏域の人口に占める割合

は上昇を続け、 年には ％、３人に１人以上が高齢者になると推計されてい

る。さらに、 歳以上の後期高齢者人口は、 年まで増加が続き、その後減少に転

じ、圏域の人口に占める割合は、 年には ％、５人に１人以上が後期高齢者に

なると推計されている。 
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医療資源については、病院施設数は 施設であり、人口 万対 である。一般

診療所施設数は 施設、人口 万対 である 。病院、一般診療所ともに施設数

は県内で２番目に多いが、人口 万対数は最も少なくなっている。圏域内最大人口の

倉敷市には、倉敷中央病院、川崎医科大学病院など 床を超える３次救急医療施設

としての役割を担う大病院もあり、医療資源が集中している。井笠地域では、広島県福

山市の病院に受診及び救急搬送される人も多い 。

年実績の医療介護需要予測指数（図６）より、 年から 年まで医療と

比較して介護需要は伸び続け、その後維持すると予測されている。

図４：岡山県南西部医療圏 （出典： より引用）

厚生労働省「平成 年医療施設調査」。

岡山県保健福祉部医療推進課資料 。
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図５：県南西部医療圏 将来推計人口（人）

（出典：国立社会保障・人口問題研究所（ 年 月推計） より引用）

図６：医療介護需要予測指数（ 年実績＝ ）（出典： より引用）

医療情報共有ネットワーク岡山（晴れやかネット）

医療情報連携ネットワーク

医療情報連携ネットワークとは、 （ ：

情報通信技術）を活用した地域医療連携ネットワークのことである。地域の医療機関
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や介護事業所が、検査結果や処方内容などの医療情報や介護サービスの内容に関する

情報を共有し、相互に連携をとり、適切なサービスを効率的に提供するため、 を活

用した地域の医療介護連携が進められており、現在、患者が提供医療機関で受けた診

療情報がかかりつけ診療所や薬局や介護事業所で閲覧できるようになっている。

ネットワークの取り組みとして、長崎県長崎市では 年から「あじさいネット」

が医療機関連携でスタートし、広島県尾道市では 年から 「天かける」が尾道

市医師会方式を引き継いで、介護事業所も含めた連携をしている （岩渕 ）。

岡山県の医療情報共有ネットワーク「医療ネットワーク岡山：晴れやかネット」

岡山県内の医療・介護等関係機関の医療情報の共有化と集積を図り、急性期から在

宅医療に至るまで切れ目のない地域連携体制の整備を推進し、地域医療の質の向上、

地域包括ケアの構築、災害時医療の確保等に寄与することを目的とし、 年に岡山

県と岡山県医師会と岡山県病院協会により任意団体を設立、 年に一般社団法人へ

移行している。

基幹病院で受けた検査結果や治療方針などが、身近なかかりつけの診療所などで閲

覧できることにより、良質で先進的な医療サービスを利便性よく受けることができる。

２病院により診療情報開示の運用が始まり、 年４月末現在 施設で診療情報

開示の運用がされている。閲覧施設は、病院、診療所、薬局、介護事業所等 施設が

参加している。職種により閲覧項目の制限があり、守秘義務のある職種のみ閲覧でき

る。同意患者数は約２万人で岡山県民の約２％である。

県内の一部地域では、拡張機能として医療介護連携の『ケアキャビネット』（多職種

連携情報共有ツール）が運用されている。また、岡山県と広島県は隣接しており、県を

またいで病院を受診することもあるので、 年４月より岡山県の晴れやかネットと

広島県の ネットの圏域を越えてのネットワーク同士の相互接続が開始された。

基幹病院からの一方向であったが、診療所からの情報開示（シェアメド ：

小規模医療機関情報送出システム）として双方向の情報共有も一部の診療所で運用が

開始されている。今後は医療提供のツールとして病診連携だけでなく、診診連携や医

療介護連携においても利用が期待できる 。医療ネットワーク岡山 晴れやかネットの

ホームページでは以下のように書かれている 。

岩淵（ ）「コラム ： を利用した地域の医療・介護連携」『日本の医療：その仕組みと新たな展開』、 。

合地明 「晴れやかネット現状と課題」。

医療ネットワーク岡山 晴れやかネット （ 年 月 日アクセス）。
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【晴れやかネットの運用により期待される主な効果】

（１）患者

基幹病院で受けた検査結果や治療方針などが、身近なかかりつけの診療所などで

閲覧できることにより、良質で先進的な医療サービスを利便性よく受けることがで

きる。

（２）閲覧施設

過去の治療内容を確認することで、病院からの紹介患者に最適な診療ができる。

また、病院に紹介した患者の経過を知ることで、退院後の受け入れが容易になり、在

宅医療の推進につながる。

（３）開示施設

閲覧施設との間で、患者の紹介・逆紹介が促進され、閲覧施設との役割分担によ

り、在院日数の短縮など診療の効率化につながる。

５．Ａクリニックの分析

本節では、Ａクリニックについての分析を行う。 節では後期高齢者の状況変化の

調査結果を、 節では要介護者の状況変化の調査結果を、 節では 年頃まで

に 歳を迎える高齢者の状況把握、 節では経営分析結果を述べる。

本調査は、実施に先立ち、研究内容について兵庫県立大学大学院経営研究科倫理審

査委員会における事前審査において「非該当（ ）」の判定を受けた。

後期高齢者の状況変化

Ａクリニックに受診している 歳以上の患者 名（ 年６月時点）を対象に、

年６月から 年６月の状況について調査した。なお、要介護認定者については

節でさらに調査する。

調査対象 名（全体の ％）のうち、男性 名（ ％）、女性 名（ ％）

であった。

１）年齢

平均年齢は 歳で、最高年齢は 歳、中央値は 歳であった。
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２）最終来院日

観察基準の２か月前以降に来院があった場合、すなわち 年 月以降の来院で通

院継続されているものとした。

通院を継続している患者は 名（ ％）、継続していない患者は 名（ ％）

であった。通院を継続していない患者のうち３名は来院が不定期であった。残り 名

の患者の状況変化の内訳は、入院４名、施設入所３名、不明３名、転院２名、死亡２名

であった。

３）通院手段

徒歩 名（ ％）、自転車 名（ ％）、自動車 名（ ％）、タクシー９

名（ ％）、訪問診療４名（ ％）、交通機関利用３名（ ％）、介護タクシー２名

（ ％）、その他乗り物２名（ ％）であった（図７）。

図７： 歳患者の通院手段の内訳（Ａクリニック）

４）送迎の有無

本人以外の運転及びタクシー及び介護タクシーによる来院については送迎による来

院とした結果、送迎による来院の患者は 名（ ％）、送迎なしで来院する患者は

名（ ％）であった。

５）通院介助者（同行者）の有無と続柄

来院時の介助者の有無については、介助者がいる患者は 名（ ％）、介助者な

しの患者は 名（ ％）であった。

徒歩

64%

自転車

11%

車

16%

タクシー

6%
その他

3%
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６）住まい

年６月時点の住まいの内訳は、自宅 名（ ％）、家族所有宅３名（ ％）、

マンション等の集合住宅 名（ ％）、介護施設３名（ ％）であった。

年後の 年６月時点の住まいの内訳は、自宅 名（ ％）、家族所有宅７名

（ ％）、マンション等の集合住宅 名（ ％）、施設５名（ ％）、入院３名（ ％）、

死亡２名（ ％）であった（図８）。

住まいの変化があった患者は 名（ ％）であった。

独居や高齢者世帯での生活が困難になり、自宅から家族所有宅への転居及び施設へ

入所する傾向がみられた。また、骨折や脳卒中で急性期病院へ入院、回復期リハビリ病

院へ転院した後、家族宅へ転居して自宅に戻れなかった人もいた。なお、集合住宅に住

む人では転居は見られなかった。

図８：Ａクリニックにおける 歳以上の患者の 年間の住まいの変化

７）同居家族の有無

同居家族については、独居 名（ ％）、配偶者のみ 名（ ％）、子や孫など

高齢者以外との同居 名（ ％）であり、同居家族がいる患者の合計は 名（ ％）

と半数であった。１年後には施設入所や入院が３名から６名と増えたため、同居家族

がいる患者の合計は 名（ ％）とわずかに減少した（図９）。
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図９：Ａクリニックにおける 歳以上の患者の１年間の同居家族の変化

８）他医療機関への通院状況

名（ ％）が他の医療機関に延べ 施設通院しており、一人当たり 施設

であった。病院、診療所の内訳では病院は延べ 施設（ ％）、診療所は延べ 施

設（ ％）であり、診療科については一人当たり２診療科であった。一番多い診療科

目は病院では循環器科、診療所では整形外科であった。

９）医療情報共有ネットワーク岡山（晴れやかネット）同意書

医療情報共有ネットワーク岡山（晴れやかネット）による連携医療機関施設数を調

査したところ、晴れやかネット同意者は 名で、一人当たり 施設で連携があった。

）処方薬剤数の変化

処方薬剤数について、 年６月は自院では 名全員処方があり、一人当たり

剤処方されていた。 年６月は 剤処方されており、 剤増加していた。１年

間で他院から処方されている薬剤は 名で平均３剤であった。

）入院歴

名（ ％）に入院歴があり、平均 回の入院があった。

）要介護度

名が要介護認定を受けていた。詳しくは 節で要介護者の状況変化を記す。
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要介護者の状況変化

節で調査対象とした 歳以上の患者 名のうち要介護認定（要支援１～要介

護５）を受けている患者について、さらに要介護度、 の１年間での変化、認知症薬

の処方の有無、介護者の有無と主な介護者の続柄を調査する。また、介護事業者との連

携状況を調査する。

１）要介護度

節で調査対象とした 名のうち調査期間１年間までに要介護認定を受けてい

た患者は、調査前からの認定者を含み 名（ ％）であった。平均年齢は 歳だ

った。

要介護度別患者割合を表２、図 に示す。介護度の変化があったのは８名であり、

平均して１レベル軽度になっていた。

表２：要介護度別患者割合

自立
要支援 要介護

１ ２ １ ２ ３ ４ ５

年６月

（割合） ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

年６月

（割合） ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

図 ：要介護度別患者割合
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２）障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）

内訳を表３、図 に示した。なお、調査人数が少なくなっているのは、自院に転院

する前に他院で認定されていたためと、リハビリを他院で受けておりリハビリ医に認

定を受けているため詳細なデータを把握できなかったためである。

しかし、寝たきり度が低下していた９名は、平均で要介護度が レベル上昇してい

た。臨床的知見からは、自立度は低下しているように見えても要介護度は、従前より低

く認定されるケースもあった。

これは、要介護度のランクが低下していることと、実質的な患者の容態との関連性

については、具体的な生活上の支援の内容で比較すべきことを示唆している。

表３： 障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）

自立

年６月

年６月

図 ：障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）

３）認知症高齢者の日常生活自立度

内訳を表４、図 に示した。認知症高齢者の日常生活自立度の変化が示されたのは

４名で障害高齢者の場合と同様に、平均して レベル、要介護度は高く示されていた。
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表４：認知症高齢者の日常生活自立度

自立 Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ｍ

年６月

年６月

図 ：認知症高齢者の日常生活自立度

４）主介護者の続柄

主介護者がいない人は 名、いる人は 名であった。ただし、施設入居者は事業

者を介護者としている。主介護者の続柄の内訳は、配偶者７名、子 名、子以外３名、

事業者４名だった。「配偶者」「子」「子以外」の主介護者 名のうち、男性９名（ ％）、

女性 名（ ％）であり、同居は 名（ ％）、別居は４名（ ％）であった。

５）認知症薬処方の有無

認知症薬処方があったのは 名であった。

６）介護サービス利用状況

介護サービス利用者は 名で、一人当たり 回、サービス利用があった。最も利

用の多いサービスは通所リハビリテーションであった。

年頃までに 歳を迎える高齢者の状況把握

方法：対象の人数と割合、介護認定、入院歴等を調査する。Ａクリニックに受診してい

る 歳から 歳の患者 名（ 年６月時点）を対象に、介護認定、入院歴等を
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年６月から 年６月の状況について調査した。調査対象 名（全体の ％）

のうち、男性 名（ ％）、女性 名（ ％）であった。

通院継続していない人は 名（ ％）で、 歳以上より、低かった。要介護認定者

は３名で、そのうち１名は調査期間中に施設入所に至った。別の１名は認知症であっ

た。１年間に入院した人は 名（ ％）であり、 歳以上の患者と人数は同じだが

割合は２％高くなった。他病院に診療情報提供書が出ている人は 名（ ％）で

歳以上より多かった。薬剤を処方されている人は 名（ ％）であった。

以上の結果より ～ 歳では医療需要が高く、介護需要はまだ低いことがわかった。

経営分析

分析

Ａクリニックについて 分析を行った結果を表５に示す。内部環境の強み Ｓ と

弱み Ｗ については診療所の立地や機能が影響を及ぼし、外部環境の機会 Ｏ と脅威

Ｔ については診療所の付近や高齢化などの社会情勢が影響を及ぼすことが考えられ

る。

表５： 分析（Ａクリニック）

 S 強み（ ） W 弱み（ ） 
内部 
環境 

駅に近い、歴史がある 
高齢者が多い地域にある  
前院長からの実績 
女性医師がいる 
医師の評判がよい 
診療範囲が広い 
改修して建物が新しい 

駐車場が少ない 
在院時間が長い 
全ての検査はできない 
若年層が少ない地域にある 
 

 O 機会（ ） T 脅威（ ）

外部 
環境 

地域への貢献 
高齢者の増加 
口コミ 
患者の家族の受診 
観光客の受診 
オンライン診療 

人口減少 
近隣の医療資源が豊富 
近隣への新規開業 
スポーツジム,介護予防施設 
診療報酬改定,消費税増税 
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機能性分析

年６月および 年６月の延べ受診患者数を表６に示す。 年６月の１日

あたり平均患者数は、延べ患者数 人を診療日数 日で割ると 人、半日を

日とすると 日で割ることになり 人となる。最大で 人であり、安定の目安

とされる診療所の１日当たり受診患者数 人 を超えたのは３日であった。

１人１日当たり外来収益は表７に示す。患者数は 年に予約制を導入して下がっ

たことと、 年の診療報酬改定により一旦下がったが 年には増加していた。

表６：月別受付患者数（年齢別）（Ａクリニック）

年６月 年６月

総患者数 人 人

歳以上 人（ ％） （ ％）

歳 人（ ％） （ ％）

歳以上 人（ ％） （ ％）

新規初診率 ％ ％

表７：患者１人１日当たり外来収益（Ａクリニック）

小松大介 ）『診療所の経営』、 。

点
2015年
2016年
2017年
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収益性分析

Ａクリニックの財務諸表に基づいて、 年から 年までの３年間の結果をま

とめたもの（表８、図 、図 ）である。

表８：Ａクリニックの収益性指標分析

図 ：Ａクリニックの と医業利益率（３年分）

収益性指標（％） 2015年 2016年 2017年
医業利益率

人件費率
材料費率

（医薬品費率）
経費率
委託費率
減価償却費率
当期純利益率

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2015年 2016年 2017年
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Ａクリニックの収益性分析について、３年分の と医業利益率の差を比較す

ると、減価償却費については平成 年で償却済の医療機器もあったため減っている

が、医業利益率の変動に影響を及ぼしてはいないといえる。 年から 年は収益が

増加したので利益率も増加している。病院の は ％を超えると経営的に良好

と言われているので現在、Ａクリニックの経営は良好であるといえる。（図 ）

費用については、人件費と材料費を合わせると６割を超えている。材料費の中でも

医薬品費は約４割を占めていた（表８、図 ）。

医薬品の指標のみ集めて分析すると、医薬品費率にはほぼ変更はなかったが、医薬

品回転率については平成 年のみ下がっていた（表９）。これは、診療報酬改定前に

医薬品を先に購入していたことが影響していると思われる。

図 ：各費用の構成比率（Ａクリニック）

表９：医薬品購入分析（Ａクリニック）

医薬品指標 年 年 年

医薬品費率（％）

医薬品回転率

医薬品回転期間 日

：通常、金額であるが、本研究では 率（償却前医業利益率）として示す。
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安定性分析

表 は、安定性指標の結果をまとめたものである。

表 ：Ａクリニックの安定性指標

安定性指標 年 年 年

純資産比率

固定長期適合比率

流動比率

図 ：Ａクリニックの安定性比率の推移

流動比率は短期支払能力を示し、高いほどよく、 ％を超えると安定であり、 ％

以上が望ましいとされる。Ａクリニックでは ％を超えており、安定していると言え

る。固定長期適合比率は長期支払能力を示し、低いほどよく、 ％を下回ると安定で

あるとされる。Ａクリニックでは を下回っており、固定負債の一部が返済期間を

終了したこともあり、さらに下がってきている。

これらの結果から、Ａクリニックの財務の安定性は確保されていると言える（表 、

図 ）。
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６．考察

今回、１診療所であるＡクリニックについて高齢者の状況変化の調査と要介護患者

の調査及び経営分析を行った。

Ａクリニックにおける高齢患者分析

後期高齢者の調査では、独居や高齢者のみの世帯で生活が困難になり、入院や施設

入所や家族宅への転居など住まいの変化が通院継続に影響を及ぼすことがわかった。

歩行困難による通院困難や市内への転居であれば、定期的な訪問診療 や情報通信機器

を活用したオンライン診療に切り替えることで診療継続することも可能である。この

診療にあたって送迎による人は約 ％、介助者がいる人は約 ％だった。

住まいは、９割の人が自宅に住み、約 ％の人が変化していた。単身世帯と配偶者

との高齢世帯を合わせた高齢者のみの世帯が３分の２であり、全国平均とほぼ同じで

あり、高齢者のみの世帯がかなり多いことがわかった。同居家族がいる人は約半数で

あった。一人で通院できなくなった患者でも家族などの介助者や送迎により通院を継

続できていると推測される。

他医療機関への通院状況は６割（１人当たり 施設）、介護事業所の介護サービス

利用者は約半数 １人当たり サービス）であり、連携先の種類は増加している。

次に、要介護者の調査では、主介護者は女性が３分の２で全国平均と同じであり、同

居の割合は ％と多かった。

要介護度のランクが低くなっていることと、必ずしも日常生活の自立度とには明ら

かな関係はないことから、当たり前のことではあるが、要介護度だけでなく、患者個々

の能力や社会的な自立について詳細な情報を収集する必要があるが、現状では十分で

ないことがわかった。今後、介護需要の増加も予想されているので、訪問診療へ移行す

る患者も増え、介護事業所との連携も増加していくだろう。

多職種連携

このような患者の状況に対して、岡山県の である晴れやかネットでは病院から

の一方向だったのが、病院―診療所間の双方向情報共有も開始された。しかし、いまだ

同意者数が岡山県の２％に留まっているのは、病院毎に同意を得ないといけないこと

や、診療所が開示施設になるには新たなシステムの導入が必要であるため同意者が増

えていないことが原因と思われる。これが介護事業所との職種間の情報共有のコミュ

訪問診療：通院困難な在宅患者宅に定期的に訪問し、計画的に診療する在宅医療のこと。
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ニケーションツールとしても利用され、診療情報提供書などの授受もされるようにな

れば作業効率も上がり、他の業務に時間がさけるのではないかと考える。

経営分析

Ａクリニックの経営分析をした結果、 分析によると内部環境は医療資源が豊富

な地域であることから、安定した経営のためには、診療所の立地や機能の影響が大き

く、外部環境として、診療所の周辺と高齢化や政策等社会情勢による影響があること

がわかった。

また財務分析結果からは、機能性分析と収益性分析により現在経営は良好であり、

安定性分析により安定性は確保されていることが確認できた。費用については材料費

のうち最も多くを占める医薬品費をさらにジェネリック薬の採用の増加などで抑え、

利益を増やす方法に工夫が必要と考えられた。

人件費については、職員が少人数のため、離職に伴った交代時に引継ぎのため職員

を重ねて雇用することから増加する傾向にある。これはＡクリニックでは、職員が全

員女性であり、長年、勤務している人が複数名いるが、彼らが高齢となり、退職時期に

近づいていることも影響している。職員は、 年の改築時より増員してきたが、職

務に慣れる頃に、家族のライフイベント等によって、患者の対応ができなくなってし

まい、退職という事例が続き、ここ数年は、職員の入れ替えや、増員をしても職員が定

着しないことが課題となっている。

この理由は、クリニックの採用選考基準が不明確であったことであると考えられる。

採用選考基準だけでなく、クリニックの経営理念も明確にされておらず、このことも

転職者を増やす要因となっていたと考えられる。

これから必要とされるのは、地域医療にモチベーションを持てる人であり、患者と

密接に関わることが苦にならない人材である。このため今後の入職面接では、診療所

の理念に合致しているかを見極める方法として、簡単なアンケート調査を実施するこ

とや、また、採用後の職務満足度を高められるよう としての研修参加を促し、

組織コミットメントやモチベーションを高める動機づけ等を実施すべきと考えている。

訪問診療への展開

患者に対して実施した通院継続の調査からは、 歳以上で約 ％、 歳では ％

が通院の継続がなされているが、通院が困難な状況を見越して、訪問診療の仕組みを

整備する必要があると考えられる。
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ただし、現時点では、Ａクリニックのエリアでは介護施設が豊富なため、住民は介護

施設入所を選択する傾向がある。しかも同エリア内には、訪問診療実績数の多い在宅

専門診療所があり、軽度者の訪問を新たに開拓するのには相当の準備が必要であろう。

すでに比較的、軽度の患者からは、月２回の支払いはきびしいと言われ、月に１回行っ

ているという状況もある。このため、Ａクリニックでは、現在、近隣の数名のみの訪問

診療しかできていない。

以上のような実態を踏まえ、将来的には、むしろ現在は外来受診が可能であるが、重

症となった際に訪問できるような仕組みを検討することが重要と考えられる。つまり、

重症者が施設入所をする選択が困難となる事態を想定し、自院の外来を利用している

患者の在宅生活の維持のために、 時間対応や訪問診療をできる体制を準備しておく

ことが必要と考える。

例えば、訪問診療をする患者を週に 名と想定して、水曜日の午後に実施するとい

うシステムを実施するためには、 名の新たな常勤看護師と、１名の非常勤医師が必要

となる。

これらの人件費をシミュレーションすると 円となる。一般在宅診療所で単

一建物診療患者１人に月１回行く場合、在宅時医学総合管理料（月１回） 点 を

月 名で算出すると 円なので利益は出ないが、月 名以上で 円を

超えて利益が出る。人数を固定する場合、さらに、医師が訪問診療を実施しない週に訪

問看護を 名に実施するというパターンでのシミュレーションをすると、医療機関の

在宅患者訪問看護指導料 点 で月１回を 名として算定した場合、 円が

追加され、 円の利益が出る。

重症患者に月２回訪問診療に行く場合、在宅時医学総合管理料（月２回以上訪問：重

症患者 点を 名で算出すると 円となり、人件費を引くと収支は月

円となる。

軽症患者に月２回訪問診療に行く場合、在宅時医学管理料（月２回以上訪問：重症患

者以外 点を 名で算出すると 円となり、人件費を引くと 円

になり、月 名以上の実施で利益が出る。

以上のように患者数が増えない場合でも訪問看護を増やすことで利益は確保できる

ことがわかった。医師や看護師の増員で訪問診療による利益を確保するとともに、地

厚生労働省（ ）「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」平成 年診療報酬改定：在宅時医学総合管理料。

保険医療機関の看護師による週３日目までの在宅患者訪問看護・指導料（１日につき） 点 平成 年改定診療報

酬 。
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域の通院が困難となる高齢患者に対して、Ａクリニックが貢献できる可能性が示され

た。

Ａクリニックとしては、早急に訪問診療システムを構築し、地域包括ケアシステム

に資するクリニックとしての地域でのポジショニングを堅固とすることが求められる。

７．結論

地域包括ケアシステムの概念の「住み慣れた所で最後まで」は高齢者にとって理想

的ではあるが、高齢者の状況変化を調査したところ、高齢者のみの世帯がかなり多く、

病気や老化が進むと高齢者のみでは「住み慣れた所で最後まで」住めなくなり、圏域外

への住まいの転居が少なくないことがわかった。

このことから、Ａクリニックは高齢者を支える診療所として、 などを利用した円

滑な多職種連携を推進する中で訪問診療システムを構築していく事が求められる。こ

のための費用の算出を行った結果、一定の収益が確保できることもわかった。ただし、

この診療を実現するための人材の確保は不可欠である。

こういった職員を確保するためには、職員と良い関係性を築くことが必須となるが、

これについても職務の継続ができるような職場環境を職員と共に考え、 を利用

しながら、高齢化が進みつつある地域において、この地域の高齢患者が「住み慣れた所

で最後まで」いられるような診療所の役割を果たすべく、安定した経営を続けていく

ことが求められる。
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